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経営情報システム変革戦略の
コンティンジェンシー。モデル
広田俊郎
I 序
経営情報システム展開のダイナミックスを理解するためのアプローチとし
て，種々のものを考えることができる。たとえば前に，われわれは，そのア
プローチについて，第一にコンビュークの処理能力，記憶容量などの目覚し
い進歩や，人件費の高騰などの一般的環境に着目する立場，第二に，各企業
あるいは産業に特徴的なニーズをとりあげ，企業のクスク環境の特性が情報
*l 
システムの展開を規定するとの立場の二つのものを示した。
ここでは，もう少し整理を加えて，経営情報システム展開の契機をとらえ
る方法として， 1)ハードウェア，プログラミング言語等の発展からアプロ
ーチするもの， 2)企業や組織の個々のタスク状況やタスク特性が規定する
情報システムのニーズの観点からのアプローチ， 3)情報システム変革が，
あくまでも情報処理についての戦略として選びとられるという側面に焦点を
あてるアプローチ，というように区分したい。ここでの区分の特色は，第三
のものを追加したことであり，その追加によって，同様なタスク礫境に直面
する二つの企業が，それぞれ異なった情報システムを展開しているという硯
状の説明が可能になると思われる。さらにこの区分は，客観的事態のより包
括的な説甲の論理を与えるだけでなく，実践的にも，情報システムの高度化
という旗のもとに，無視されがちな戦略要因への注意を喚起する，というこ
* 1 広田俊郎 (1979)「経営情報システム展開と組織， タスク，人間」，関西大学商
学論集，第24巻第1号参照
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とで有意義なものと思われる。
ところで，これらのアプロー
チを図示するならば，図ー1の
ように示されるだろう。いうま
でもなく1)のアプローチは aの
システムの側からの情報システ
ム規定を論じようとするもので
あり， 2）のアプローチはbのシ
ステムから，そして3)のアプロ
ーチは Cのシステムからの情報
システム展開を解明しようとす
るものである。 図ー1
硯実には，情報システム展開に際して，これらの三つのシステム，その他
からの諸力が作用しているわけであるが，説明力を高めるため，しばしば一
側面に限定して分析がなされてきた。すなわち，ハードウェア，プログラミ
ング言語等の発展からのアプローチ，企業や組織の個々のクスクのニーズか
らのアプローチ，情報戦略としてのシステム形成がなされるとするアプロー
チ，のそれぞれに特定化した研究がなされることが多かったと言えよう。
その際， a)工学＝物理システム， b)ークスク＝管理システム， c)環境
＝戦略クイプと参照すべきシステムを移行させる程，政治的アプロ．ーチない
し戦略的アプローチの重要性が高まり， c)環境＝戦略クイプ， b) クスク
＝管理システム， a)工学＝物理システムの順により機能的アプローチの重
要性が高まっていくという特色が見られる。
このように対象サブシステムの相遮に応じてアプローチの重点が異なると
いうことが，一層各サプシステムをトークルに把握しようとする試みを困難
にしていたといえる。そのような事情にもかかわらず，経営情報システムの
変化プロセスの十分な解明のためには， 多面的なアプローチが必要であろ
う。ただしそれらを統合的に把握するといっても，経営情報システムヘの展
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開についての機能的な必然性や規定性の観点から見ようとする立場に重点を
置く場合と，経営情報システム形成プロセスを，経営主休による実行に際して
の意思決定プロセスに即してとらえようとする立場に重点を置く場合とでは
基本的差異があろう。ここではまず，後者の立場にたって議論を進めたい。
I. 経営情報システム変革フ゜ロセスのフレームワーク
以上で述べた経営情報システム変化プロセスについての諸側面を考慮し
て，経営情報システム展開過程を内側から見ることにした場合のアプローチ
を考えて見よう。すなわち，様々の諸側面を考慮しつつ，経営情報システム
変革が経営主体による戦略として選びとられていく過程を描写するワレーム
ワークをここで考察しておきたい。
そのフレームワークは，図ー2で示されるようなものである。その流れに
即し・て簡単な説甲を試みたい。
まず環境の動向についてのテェックが行われ，それぞれ工学＝物理的シス
テム，タスク＝管理的システム，環境＝戦略タイプ，などの各サブ環境のそ
れぞれに変化が生じているかどうかが問われる。そして変化が見出された各
々の問題に対して，物理的対応でよいか，管理的プロセス変更でよいか，戦
略の変更でよいかが問われ，もしその答がイエスならば，現存の情報システ
ムで種々のタスクを処理することにし，もし答えがノーであり，各レベルで
の変革では不十分であるならば，経営情報システムの変更の可能性が生じて
いるものとし，その変更についてのアセスメントの必要性がチェックされ
る。もしその必要性がありと見なされれば，情報システム変革のインパクト
を評価し，その結果が好意的か敵対的かを区分する。
その際，具体的な情報システム展開がどのようになされるかは，その情報
システムの変化可能性にも依存すると考えられるから， その点を明示した
い。そこで情報システムの変化可能性を情報システムのもつ動的，安定的と
いう側面でみることにする。すなわち，情報システム変革に非常に積極的で
あり，かつ変化の能力に富むものを動的 (dynamic)と名づけ，情報システ
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ムの変革に慎重であり，容易に変革できないようなものを安定的 (stable)
と名づけることにする。このようにして形成される情報システムの変化可能
性が大か小かという次元と，先に述べた情報システム変革のインパクトが好
意的か敵対的かという次元とから形成される四つのセルを想定し，そのそれ
ぞれに特有な情報処理戦略のタイプが形成される，と考える。すなわち，情
報システム変革のインパクトが好意的で，情報システムが動的な場合には，
コンピューク化の可能なものはどんどん実行していくという「開拓者的」情
報戦略がとられる。またシステム・インパクトが好意的ではあるが情報シス
テムが安定的である場合には，ある特定のクスクのコンピュータ化を徹底的
に実行しようとする「集中的」情報戦略がとられる。そして，コンピュータ
化のインパクトが敵対的であるが，・情報システムの変化可能性が大である場
合，現在の情報システムを暫定的なものと見なしていく・「過渡的」情報戦略
がとられる。最後に，コンピューク化のインパクトが敵対的であり，情報シ’
ステムの変化可能性が小である場合，相当大きな変化の必要があってはじめ
て対策を考えるというような「受動的」情報戦略がとられる。
ここで考察したフレームワークの特徴を要約してみよう。
第一に，このフレームワークは，経営情報システム変革戦略を，当該企業
が種々の制約や条件等を考慮しながらシステムを形成し、ていく意思決定過程
を明示化して説明しょうとしたものとなっている。
第二に，そのプロセスにおいて ，ヽ-トウェア等の物理的変化，組織のク
スク特性や管理プロセス，および戦略の内容の変化という，三つのレベルか
らの情報システム変化の契機を明示していることが特色である。
また第三に， 以上のプロセスを経て形成された情報システムのパターン
は，コンピュータの発展状況，タスク特性に条件づけられるという側面が，
まず強調されるものと想定され，その意味で漿境の組織への規定力を見よう
とするコンティンジェンシー・アプローチの視角がとられているということ
がいえる。
そして第四に，経営情報システム展開についての，その条件づけを与える
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のは，コンピュークの発展状況やクスク特性等の客観的背景だけでなく，情
報システム変化をどの程度まで積極的に受け入れようとするかという，変化
可能性も重要な規定因となるという立場をとっているということが特色とし
てあげられる。
ここでの各々の要点についてのコメントが必要であろうが，特に第四点に
ついて，経営戦略のコンティンジェンシー・アプローチを展開している
*2 *3 
アンダーソ．ン＝ペイン (1971)の議論やウェイン (1974)の議論を参考にして
形成したものであることを述べておきたい。
，すなわち，アンダーソン＝ペイン (1971)においては，環境の不確実性が
大か小か，知覚された変化の必要性が大か小かという二次元から形成される
四つのセルについて，それぞれ妥当する戦略的タイプが特定された。組織構
造が環境条件に適合的なように形成されるとする組織一環境条件適合理論に
ついては，その環境決定論的性格が問題点として指摘されているが，経営戦
略形成という，すぐれて未来指向的・主体的な活動の論理について，同じよ
うな環境決定論的理論構成に頼ることは同じ批判をより強く受けることにな
るので，それを避けるためにこのような知覚された変化の必要性という意思
決定者の自覚的態度を議論にもち込むやり方が展開された，と言える。
ウェイン(1974)も，同じような根拠のもとに，組織の変化応答性が動的か
安定的かに応じて， 実行される戦略クイプが異なるとした。またマイルズ＝
*4 
スノー(1978)は，同様な発想法のもとに，経営戦略は，各企業に特有の内在
的特性に規定されるとし，積極型，分析者型，防衛者型，•等の戦略タイプ類
* 2 Anderson C. R. & F. T. Payne, (1971) "Managerial Perceptions and 
Strategic Behavior," Academy of Management Journal. Vol. 18, No. 4 
* 3 Wayne, C. -C. (1974). Orgnaization, Environment and Strategy: A 
Contingency Model of Corporate Change, Ph. Dissertation University 
Microtilms Michgan Ann Arbor 
* 4 Miles. A, & T.C. Snow (1978),0rganizatinal Strategy, Structure, and 
Process, Mcgraw-Hill 
加護野忠男 (1980)「企業戦略の有効性」． 占部都美編 (1980)「戦略的決定と
組織」．白桃書房所収。参照。
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型を示した。その際，彼らは，これらの戦略形成が，それぞれ，ェンジニア
リング問題，管理問題，戦略問題の各レベルについてなされるものとした。
このような三段階区分と，われわれのフレームワークの特色の第二点として
示した三つの段階とは，通じ合うものがあるというコメントを更に付け加え
ておきたい。
IlI. 経営情報システム展開の条件性
以上のフレームワークで明らかにしたように，経営情報システムによるタ
スクのコンピュータ援助に当っては， その援助についての様々の事前評価
（アセスメント）を経て変革されていくものと思われる。そのようなアセス
メントによって，各々の条件性のもとでの情報システム化の進展がコストー
ベネフィット上，意義があるかどうかが調べられる。
ただし，このアセスメントがユーザ一部門で行なわれるか，情報システム
部門で行なわれるかによって，かなり異なったものとなるであろう。そこで
システムの実行に当っては，両者の調整が必要となるであろう。つまり情報
システム変革は志向性の異なったサブ組織間の調整という問題もはらんでい
るのである。
このような情報システム変革の効果の各面についてのアセスメントが，現
実の企業において，どのように展開されているかを，現実の商社のシステム
. *5 
開発部の場合を例にあげることによって明らかにしてみよう。たとえば，あ
る商社のシステム開発の当事者は，コンピュータ化の是非の判断に当って，
コンピュータ化した場合のタスクの量，質，制度・慣行・規則との適合性，
という観点からチェックして判断する，と述べている。つまり，これらの項
目についての判断を示すフロー・チャートを形成し，すべての項目を考慮し
て，それらに適合する形態で，情報処理のパターンを形成するという方式を
* 5 後に示す「糸ヘン」商社の内の一社の情報システム部の方へわれわれがインタ
ビューすることによって得た情報をもとにしている。
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とっている。 ここで「量」とは， コンピューク処理に適したデークの大量
性，反復性という要件があるかどうかを示し，「質」とは， コンピューク処
理ではとらえられないような定性的判断がかかわらないかを示し，「制度・
慣行・規則との適合性」とは，コンピューク化による事務の流れが，硯存の
制度・慣行・規則に適合的に処理されるか，どうかを問うものである。特に
この第三番目の慣行・規則・手続との適合性という項目は，われわれの示し
た，情報システムの変化能力という項目と対応するだろう。このようなふる
いにかけるならば，食料やせんいのような，商品の取引はそのデークの大量
性，反復性などから，コンピューク化のインパクトは良好と判断され，しか
も，慣行規則手続等からも抵抗を受けないのでコンピューク化が順調に進展
するが，エネルギ一部門などの仕事は，非反復的な契約で，非常に質的な情
報の処理からなっていることなどをふまえて，コンピューク化に適さない，
などの判断がなされる，というわけである。 ― 
ところで実際界におけるこのようなコンビューク化判断フロー・チャート
の各局面をもう少しオペレーショナルな形で再定式化できないかという問い
が提出される。その局面の内，コンピューク化のインパクトが良好か否か，
どうかについてそのような判断規準のオペレーショナル化を図ったものによ
ってコンピューク化のインパクトをより体系的に提示しようとする試みが，
ウィスラー(1975)によってなされ，
れを再言するならば，クス
クを，情報負荷，因果の確
実性，反復度という要因に
よってとらえ，これらの三 情報
つの次元から規定される， 処理
八つのセルを想定する。（図
負荷
-3参照）そして，個々の
*6 
われわれも以前に，それを紹介した。そ
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図ー3
* 6 広田俊郎「経営情報システム展開と組織，タスク，人間」関西大学商学論集，
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表ー1
I状況 Iコンピュークによ Iコンビュークによ 1組織構造へる対応 る代替・補完 の影響
因 サイパネティック 知覚と変換の他のI
高果 I 
システム，ラージ I.P.とD.M.ク 人員の減少
情 確 ・ファイル， T. スクについて，個
意思決定の集権化
報 実 C．設備 人と組織に代替 （恒久的）
処
理
！ 実
ラー ジ・ファイル，
知に”人のつ覚，と澁い組とl.織て変P塁を，換.個補ク打の人完ス他とクi 負 T.C．設備，ヴ変ィ換ジュプ 事務員の数の減少荷 ][ ログラム，アルディスプレイ，
シミュレーション （恒久的）
（会話システム）
因 信頼性が特に重要
低 果 lI 
とならない限り， Iと同様
情 確 不必要かつ非経済
Iと同様
報 実 的
規模は小さい
処
理I 
シミュレーション
負 プログラム，その 診断的評価におい
荷 ＂ 他変換プログラム て個人と組織を補 なし（会話型） 完
因 定型的な変換プロ
高 果 グラムを用いての
事務員と 事務員の数の減少
情 確
V デークのバッチ処 適度な代替
報 実 理 （一時的）
（経過的）
処
理
！ 実 適当なT.C．設備負荷 VI があれば，定型的 Vと同様 •V と同様変換プログラム
因
低 果
情 確 VI 不必要
報 実
処
! 実
理 不必要(I.p.) 負 頂
荷 ！I 実行可能(D;M.) 
T.C.＝テレ・コミュニケーション I.P.＝情報プロセッシング D.M.＝意思決定
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セルのタスク特性をもったタスクのコンピュータ化がどのようなインパクト
を及すかが表にまとめられている。（表ー1参照） たとえば， 1のセルのよう
な特色をもったタスクとしては，大量生産，大量輸送のロジスティックシス
テムなどが考えられ，それらについてのコンピュータ化が各局面に，どのよ
うなインパクトを及ぽすかが検討されている。そして，その場合，もっばら
コンピュータが人間と代替して用いられるというような事実が示されてい
る。また， n, wのような領域で因果が不確実な場合，より高度の判断がい
る場合で，人間は，コンピュータの授助を受けながら，非定型的問題を処理
していくというように，コンピュータと人間が補完的な機能をはたす状況が
予想されるとしている。
いずれにしても，先にあげた，クスクの次元を明示し，それらにもとづい
て，コンピュータ化のインパクトと適合的なコンビュータ化の内容が規定さ
れていくだろうとの議論がウィスラー (1975)によってなされていたのであ
る。このような議論が有意義であることは論をまたないが，このような側面
だけから情報システムの展開過程を見ることについては，あまりにもコンピ
ュータ化の実行可能性や，コスト＝ベネフィットのみの考慮を重点的に考え
たものであり，肝心のシステムを実行する人間＝意思決定者の側の行動ロジ
ックに十分根ざしているとは言えない，という観点から，われわれはキーザ
-＝クビチェク (1975)の用語を借りて，それらの議論をコンビュータ・テイ
*7 
ラリズムと呼んだ。つまり，コンピューク化判断フローチャートのー局面だ
けに関わる判断材断だけをウィスラーはとらえているのであり，そこで彼の
議論は，現実に実際界でなされているような，制度・慣行・規則との適合性
という考慮，すなわち情報システム自体の変化可能性という局面の事態を若
千看過したような，情報システム変革判断規準となっている。
すなわちウィスラーの議論は、個々のタスクについてその特性から導き出
* 7 Kieser. A. & Kubicek. H. (1975), "An Onganizational Concept For the 
Design of Management Information Systems," in Grochla, Szyperski 
(1975) 
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されるコンピュータ化の型や，その程度を示すものであって，そのタスクと
関連をもつ他の部門とのタスクとの連結がうまくいくか，とか，様々な形で
当該タスクに関わる人の支持が得られるかという，クスクの環境と情報ジス
テムとの適合性という観点を盛り込んではいない。
つまり，われわれは，情報システム化の動向に影響を与えるものとして，
タスク特性と，タスク環境の特性とを区別して，取り扱う必要がある，と思
う。ところでとにかくここで強調したタスク特性と，タスク曝境の特性の差
異にもとづく，情報システム化の程度の相遮という議論が，西口 (1978)の
分析によってなされている， と思われるので， その議論を検討していきた
¥.,、
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(1) 糸ヘン商社と金ヘン商社の経営情報システムの差異
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ここで展開する議論は，西口 (1978)による詳細な分析をふまえてのもの
である。われわれのフレームワークを用いて，そこでなされた分析を位置づ
けるならば，同じ事態の別な形の整理が可能だと思われるので再検討を行お
うとするものである。
i)商社の情報システム開発の実態
西口 (1978)の調査対象は，大手商社9社中の7社に対する聞取り調査で
ある。これらの 7社を，糸ヘン商社と金ヘン商社とに区分している。
ここで糸ヘン商社とは，旧関西五綿系商社（伊藤忠，丸紅， トーメン，兼
松江商，日綿実業）をさしている。 これらの商社は， コンピュータ導入時
点（昭38年）頃では取扱商品のうち繊維関係が50~60形にものぽっていたので
糸ヘンと呼ばれるのである。これらの商社においては，情報システムは，経
理部の商品債券事務にかかわる全社的管理の機械化がはかられた。いわゆる
「管理部門からのアプローチ」がとられ「ヨコの機械化」がなされたという
'* 8 西口義展 (1978),「総合商社のMIS-MIS開発方法と組織変化」，降旗武彦
赤岡功編者「企業組織と嗅境適合」所収， 1978,同文館
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特色をもっている。
また，金ヘン商社とは主に鉄鋼，機械， 燃料等を取扱商品とした三井物
産，三菱商事， 日商岩井， 住友商事， 安宅産業をさしている。 これらは鋼
鉄，機械，燃料等が取扱商品の大半を占め，商品の契約には近代的観念が浸
透し，「浪速ぶし」が通じないという特性を持っている。 それだけ， 営業部
門についてコンピュータ化が図られやすいとも言える。そこで営業部門の業
務全般を契約から決済に至るクテの流れに沿って垂直的に取りあげる営業部
・＊10 ・ 
門からのアプローチ「クテの機械化」がなされているという興味ある実態上
の差異が指摘されている。
ここで，西口(1978)の主張を整理するとともに，ウィスラーの議論との関
連づけを行いながら，当初の情報システム変革戦略のフレームワークとの関
連を示すことによって，このようなゴンピューク化戦略が特定のパターンを
をとることについてのより体系的な説明を与えるための図式を提出したい。
(2)クスク特性と情報システムの変化可能性
西口 (1978)の分析も，情報システムがクスク特性により異なった形態を
とるという問題意識にもとづいていたという意味で，情報システムのコンテ
ィンジェンシー・アプローチの先駆と言えるものである。そして近年この種
* 11
のアプローチによる情報システムの解明が緒につき出したように考える。た
だし，これらのアプローチによる個々の研究相互の関連を明示的にしておく
ために，先に示したウィスラー(1975)のクスク特性次元が西口 (1978)の分
析の場合の次元とどのように関連するかを見ておきたい。
西口 (1978)の分析で用いられるタスク特性上の次元はi)取引のルーティ
ン性， i)取引の相手の数，・納入先の数，ロット， ii)短期契約か長期契約か
*12 
というものである。このような現実的属性による区分を，情報処理上の特性
* 9 西口義展 (1978)pp,141-143, pp,150-152参照。
*10 西口義展 (1978)pp,141~143, pp,l訟ー 153参照。
*11 広田俊郎 (1978)，広田俊郎 (1979)，加護野忠男 (1980)「経営組織の現境適
応」，白桃書房P.147参照。
*12 西口義展 (1978)p.150参照。
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の次元に投影するならば，ほぼウィスラーの因果確実性，情報負荷，反復度
という次元に対応づけられると思われる。すなわち，次のような表にまとめ
られる。
取引形態の特性 I情報処理上のタスク特性
取引の）レー ティン性ー 一—因果確実性
取引の相手の数
納入先の数・ロットー~ー一情報負荷
短期契約•長期契約ー一ー一反復度
このような対応関係をふまえて，西口 (1978)の分析の再解釈を行ってい
きたい。
a)糸ヘン商社
糸ヘン商社においては，繊維関係の商品が高い比重を占めるため，取引は
相対的に変動的であり，取引先はきわめて多数である。そして小口多数の取
り引きがなされるので 1回毎の情報負荷は低い。また，小口多数の取引相手
は種々様々であり異質性がきわめて高い。このように営業部門のタスクは，
* 13
個々の取引の情報負荷は低く，しかも変動性が大であり，異質性が高い。そ
こで，営業部門のコンピュータ化は経済的・技術的条件を考慮するとひき合
わないものとなる。
それに比して，管理部門のタスクは，個々の取引の異質性や変動性が除去
され，標準化されたデークを取り扱うことになり，しかも小口多数の取引相
*14 
手や取引件数のため，情報処理負荷や反復度も轟い。
ウィスラー(1975)によると，情報処理負荷が高く，反復度も高いようなタ
スクのコンピュータ化がまず主要なコンピュータ化の領域として意識されて
きたと述べられているが，糸ヘン商社におけるそのようなタスクとして，管
* 13 西口義展 (1978) p.150。
* 14 西口義展 (1978) p.151。
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理部門が取りあげられ，コンピュータ化がまず試みられた，と解することが
できる。そのようにして西口(1978)の事実発見をウィスラー流の論理をふま
えて説明することができる。すなわち糸ヘン商社において，管理部門の情報
システム化が一早くとりあげられたゆえんがタスク特性の分析によって明ら
かにされる。
'ただし，西口の分析は，それだけにとどまっているのではなく，以上のよ
うなクスク•特性からする情報システム化の進展という議論の上に，更にタス
クの躁境の特性を述ぺ，その点からも情報システムの進展や狙止の程度を説
明している。たとえば，糸ヘン商社において取引には，需給両市場からくる
他律的変動要素が無視しえず，その面から情報システム化が抑えられた，と
するような場合である。ただし，ここでクスク環境として取り扱っている変
数は，あくまでも経営主体の行動変化の程度を決定づける外的要因という意
味では，経営主体との相対的関連でとらえられるものであり，より直接的に
は当初のフレームワ-クで示した情報システムの変化可能性という変数と強
*15 
い関わりを持つと考える。その立場に立つならば，商社のような，媒介型技術
を特色とする組織の場合，取引相手との契約慣行，取引の変動性などがクス
ク環境をなすとともに，それらの特性が，•その当該組織の情報システムの変
化可能性を決定すると言えるだろう。
b)金ヘン商社
金ヘン商社と言われる商社は，鉄鋼，機械，燃料などの商品について，特
定の主カメ..:..カーとの取引関係を持ち，そのメーカーの原料輸入から製品販
*16 
売までを一貫して担当する。それらの商品の流行性は低く，長期契約にもと
* 17 
づく反復取引を行なうという特色をもっている。また取引規模（取引数量，
金額，．件数など）が大であり， 大量の同質データが処理される必要性があ
る。そこで，営業部門のクスクは反復度が大で情報負荷も大で，確実性が高
* 15 Thompson, J. D. (1967), Organization in Action, Free Press 
*16 西口義展 (1978)p.152。
*17 西口義展 (1978)p.153。
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いという特色をもつ。ウィスラー(1975)でいうと 1のセルに該当するわけで
ある。したがって，まず営業部門でコンビュータ化が図られるのに十分な理
由があることになる。
その他，金ヘン商社の取引先は，大量生産型の企業であり，それらの企業
* 18
は，種々の調査や文献で明らかにされているように全社的にコンピュータ化
の程度が高いという特徴をもつ。そこでこのような取引先との取引をコンピ
ュータ化することについては抵抗が少なく，スムーズに実施できる側面があ
るかも知れないということを指摘しておきたい。すなわち，そのような商社
の営業部門の情報システム変革の変化可能性は非常に大なのである。
C)小規模の金ヘン商社
西口 (1978)によれば金ヘン商社は営業部門からのアプローチを取る傾向
があるが，しかし小規模な金ヘン商社については，取引の規模がそれ程大で
はないので，営業部門のタスクの情報量はそれ程大ではなく，そのため，営
業部門からのアプローチよりは，標準化されたデータが大量に流入してくる
* 19
管理部門からのアプローチがとられる傾向があるとされている。
西口 (1978)の分析はその他に，システム計画担当者の出身または所属部
門が，管理部門であるか，営業部門であるかの相遮に応じて，システム化の
*20 
方向が異なるということを指摘している。このような指摘は，経営情報シス
テム変革にとって，情報システムの変化可能性が重要な役割を果たすという
議論と閲連するものを持っていると思われる。
(3) 情報システム変革フ゜ロセスについての仮説
情報システム変革フ゜ロセスについて，われわれは，二つの異なった種類の
議論を構成した。一つは， I,経営情報システム変革プロセスのフレームワ
ークにおいて示したフレームワークをフォローすることにより，情報システ
* 18 日本生産性本部会計情報システム研究会編 (1979)「会計情報システム」， 日本
生産性本部参照。
* 19 西口義展 (1978)pp.153-154参照。
* 20 西口義展 (1978)p.154参照。
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ム変革が実行されるプロセスを追求ずるものであった。
よるばかりでは，具体的にどのような情報システム変革が示されるかという
しかし， この議論に
問いに対して答えることはできない。
そこでもう一つの議論として， 特定の状況で標準的なデシジョンがなさ
れ， システム開発が行われるとした場合に，
またそれは何故か，
どのような形態の情報システム
が形成されるか，
ばウィスラーの議論などがこのタイプであるが，
を追求する議論休系を考えた。たとえ
これらの議論は前者の議論
によるプロセスの結果として理解されなければならない。ただし，これらの
議論は，状況ー情報戦略展開の標準的関係を示すものであることに注意する
必要があるだろう。そこで更に硯実には，特定の戦略が，積極的に採用がな
される場合と，そうでない場合とが，その実行主体の性格や，環境から指定さ
れる実行主体の変化可能性に依存して決定されるという議論を付け加えた。
このようなアプローチによるならば前節のように，ある特定の企業の，特
定の部門が，特に重点的に情報システム化が進展するのは何故か，という問
題設定に対しては，ぞの特定部門のタスクがどのような性格かという分析と
同時に， その特定部門と取引関係にある主体が課する制約の分析も必要とな
状況 糸ヘン商社 金ヘン商社 金ヘン商社（小）
???????????????????????????? ?
ー
管理部門 営業部門 管理部門
?
???
? ?
???????＿????
? ?営業部門 管理部門 営業部門
?
??
表ー2
ソー・モデル（広田俊） （17)17 経営情報システム変革戦略のコンティンジェン‘
るだろう。
このような観点からなされた分析によって得られた事実や仮説を要約的に
記せば次のようになる。
まず，商社における情報システム化の進展の程度を見る場合，糸ヘン，．金
ヘン，各々の場合に，各クスクが，どのようなタスク特性をもっているかの
位置づけを表ー2の形にまとめることができる。ところで現実に糸ヘン商社
においては，管理部門から，金ヘン商社においては，営業部門から情報シス
テムの構築が試みられるという差異が見られたわけであるが，このような事
実と，表ー2のような位置づけとをふまえて，経営情報システム変革プロセ
スについての仮説が次のように示されうる。
〔仮説1]他の条件が同一であれば，タスク特性が1で示されるようなクス
クのコンピューク化がまず実硯され，以下 I ，且…•••というクス
クがコンビューク化される。
〔仮説2〕経営情報システムの進展は， クスク特性のみによってだけでな
く，関連する他部門との連結のモード，その部門の変化能力に依
存する。
〔仮説3]コンピューク化の程度とスピードは，状況によって一義的に規定
されるのではなく， トップ，情報システム部のマネジャーの積極
性に依存する。
〔仮説4]ノ‘ードウェアの変化（性能向上）コスト低下，新たなプログラム
の付加などは，固々のコンピューク化の結果をより好意的にする
ことが多いが，より敵対的なものにすることもある。
〔仮説5]インテグレイテッド・システムは 1から圃までのタスクをコンピ
ューク化している。
〔仮説6]以上の仮説が妥当していないところでは，何らかの政治的要因が
作用している。
前で示したコンピューク化判断フロー・チャートとともに，ここで示した
仮説が，小稿の提示したいものなのである。
18(18) 第 25巻第 1 号
V.結び
最初に，経営情報システムの展開プロセスについて，工学＝物理システム，
タスク＝管理システム，躁境＝戦略タイプ，などについての多面的なアプロ
ーチが必要なことを述べ，次に， I,経営情報システム変革フ゜ロセスのフレ
ームワーク，においてその展開過程が以上の三つのサブシステムに即して実
行される様態を内部からフォローしていくフレームワークを示した。
そして9 ][，経営情報システム展開の条件性，においてこのフレームワー
クを実際の商社のコンピュータ化判断フローチャートと参照させることによ
ってその展開を規定する次元を経験的に確定していきながら， さらに，それ
らの次元をふまえて経営情報システムが具体的にどのような形態で展開され
るのかを，オペレーショナルな形で予測するような議論をウィスラー(1975)
にしたがって行っf た戸~t~ し， ウィスフーの議論は環境決定論的だというこ
とで，新たな観点として，情報システムの変化可能性という要因も考慮に入
れた。
そして， lV,コンピューク化戦略の条件性一実際例ー， においては西口
(1978)による商社の経営情報システム開発の特性についての議論を，そのタ
スク特性や経営者の属性に関連づけながら理解し，その議論をわれわれのフ
レームワークにもとづいた議論と関連づけた。そして最後に，西口(1978)の
研究においてほぽ実証されているものも含めて，経営情報システム変革プロ
セスについての仮説を提示した。
われわれの残された課題は，これらの仮説の，再度の検証であり，そのた
めには以上のフレームワークにもとづいた質問書によるアンケート調査を行
い，それによって得られたデークについて，分析を行うことが必要だと云え
よう。
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